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ABSTRACT 
   The Objective of our paper is, first, to grasp the essence of ‘Active Learning (= AI).’ The second is to 

create teaching materials for AI by utilizing ICT (Information and Communication Technology). On the 
assumption that we teach in the course of study “General Learnings” in local junior highs, we try to make 

the teaching materials which will enable students to learn on a problem-solving method. By focusing on 

the “local” area-stats concerning local population-transition or economic changes, we have attempted  to 
make teaching materials which would allow them to find some proplems and provide  them with 

opportunities to search for various ways to solve them. On this occasion we have sought to elaborate the 

statstical graphs that would rouse students the problem-seeking mind, as it were. 
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1. はじめに 

平成 27年 12月に教員の資質向上に関する中

教審答申「教員の資質能力向上」が発表され 1)、

またその 3ヶ月後に次期の新「学習指導要領」に

関するいわば“中間”答申、すなわちいわゆる

「チーム学校」2) も公表され、いよいよ今後の文

部行政の方向性、とりわけ ICT の利活用の指針

が明確となってきた。これらの答申は首相官邸

傘下の「教育再生実行会議」の諸提言を反映し

たものであることは明白である。この答申で

“アクティヴ・ラーニング”を全教科に導入す

るように提言がなされ、次期学習指導要領にも

この用語が頻出することになろう。そもそもア

クティヴ・ラーニング — 以下この用語を ‘AL’ と
略記する — とは何か、ALを導入するメリットは

何か、AL 方式の授業を行う上での要件とは何か 
– こういった問いにまず答えておく必要がある。 
本稿では昨年に続き今年も ICT 利活用の「総

合的学習の時間」の教材作成を目指すことにな

ったが、この教科は最初から AL 方式の授業を前

提として、授業を組み立てることになっていた

と言えよう。この点は本論で再確認するが、今

回の教材作成は、AL 方式の授業を念頭において、

生徒自らが課題を見出し、自ら課題解決を試み

ることを主眼に置いた。なお本稿は、筆者が担

当する「技術科指導法 III」の受講生に、授業約 5
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1. はじめに 

  平成 27年 12月に教員の資質向上に関する中

教審答申「教員の資質能力向上」が発表され 1)、

またその 3ヶ月後に次期の新「学習指導要領」に

関するいわば“中間”答申、すなわちいわゆる

「チーム学校」2) も公表され、いよいよ今後の文

部行政の方向性、とりわけ ICT の利活用の指針

が明確となってきた。これらの答申は首相官邸

傘下の「教育再生実行会議」の諸提言を反映し

たものであることは明白である。この答申で

“アクティヴ・ラーニング”を全教科に導入す

るように提言がなされ、次期学習指導要領にも

この用語が頻出することになろう。そもそもア

クティヴ・ラーニング — 以下この用語を ‘AL’ と
略記する — とは何か、ALを導入するメリットは

何か、AL 方式の授業を行う上での要件とは何か 
– こういった問いにまず答えておく必要がある。 
 本稿では昨年に続き今年も ICT 利活用の「総

合的学習の時間」の教材作成を目指すことにな

ったが、この教科は最初から AL 方式の授業を前

提として、授業を組み立てることになっていた

と言えよう。この点は本論で再確認するが、今

回の教材作成は、AL 方式の授業を念頭において、

生徒自らが課題を見出し、自ら課題解決を試み

ることを主眼に置いた。なお本稿は、筆者が担

当する「技術科指導法 III」の受講生に、授業約 5
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時間分の教材作成を課題として、各々のテーマ

で作成してもらった。筆者も地元の産業動向の

推移をテーマとして作成を試みた。この科目は

もともと科目横断型の教科であるから、他教科

の教員と共同で作成すべきものであるが、受講

生自身にはこのことは容易でないので、いわば

授業全体の構想およびシナリオを作成といった

試みであることを断っておく。 

2. 最新文部行政の動向 

平成 27年 12月に 3本の中央教育審議会の答申

が同時に出された。「大学教育の質的転換」を

要請する答申がその一つ。次は「教員の資質能

力向上」に関する答申。最後は「チーム学校」

答申である。 
大学教育の質的転換は本論の拉致外であるが、

大学にも「アクティヴ・ラーニング」方式の授

業・講義を導入し活性化を求める提言がこの答

申の骨子である。 
「教員の資質能力向上」に関する答申の眼目

の一つは上で述べたとおりであるが、教員の採

用・研修に関する提言が主眼目である。その他、

「総合的学習の時間」の教授法を大学の教職課

程で必修化すること、“チーム学校”の体制で

教員が授業と生徒指導に専念できるような仕組

みづくりについても提言されている。ICT の利活

用に関しても付言されている：ICT の操作方法を

知っているだけでは不十分で、ICT 利用で「効果

的な授業や適切なデジタル教材の開発・活用」

ができる教員の研修が求められている、と (p. 42)。 
「チーム学校」答申は、上の答申でも提言さ

れた“チーム学校”を詳述したものである。こ

のような学校を外から支援する「ICT 支援員」に

ついてのみここで言及しておこう。その主たる

業務は、ICT の利活用の方法を伝授するだけでな

く、情報セキュリティ対策、ICT 環境の運用管理

に関する支援、ということになる。 
アクティヴ・ラーニングと ICT の利活用推進

は今後一層行政側からも後押しされることにな

ろう。 

3. アクティヴ・ラーニング 

3. 1 アクティヴ・ラーニング (AL) とは何か 
平成 27年 12月の答申、つまり「教員の資質能

力向上」答申は、つい 3年前に出された同じよう

な中教審答申を大幅に改変したものである。後

者の答申はいわばいわくつきのもので、平成 24
年 8月に「教職生活の全体を通じた教員の資質能

力の総合的な向上方策について」という題で発

表されていた。いずれも教育行政と教員採用・

研修にかかわる、ある意味で教育全般に転換を

迫るものでもある。しかし政権が変わり、この

答申は実質的に反故にされた。しかし ICT 利活

用の必要性に関しては両者に共通している。 
 最新の答申ではアクティヴ・ラーニングと

ICT とが対になっているように読める。生徒が自

ら課題を発見し、それを解決するのを補佐する

にはやはり ICT の利活用が必須であることは明

らかだからである。 
さて、平成 27年 12月の答申では、「課題の発

見と解決に向けて主体的･協働的に学ぶ学習」と

ALは定義されている。 
さてここで AL の要件を私見を交えて、まとめ

ておこう。 
最初の要件は、まずいかに生徒たちに基礎的

な知識をわかりやすく伝えるかである。これが

うまくいかないと、次の要件を提示することす

ら困難となる。生徒の習熟度に合わせて視聴覚

に訴える題材が必要となろう。基礎的知識とい

っても、地元の現状を伝えるには、他の自治体

との比較、あるいは県レベル、全国レベルの資

料も提示する必要があろう。最初の段階からこ

の点を調べさせる、という手もあろうが、最初

から時間のかかる場合は、後回しにした方がよ

かろう。 
次の要件は問いかけの工夫である。一つはワ

ークシートの利用である。問いかけにより諸課

題を顕在化させるのが目的であるが、このこと
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により問題が発散しないことも狙っている。い

くぶん誘導尋問的要素が多分にあるが、さもな

いとあらぬ方向に生徒たちが迷い込む恐れがあ

る。ワークシートを介して、班編成によりグル

ープごとに意見を集約させて、それを発表させ

ることで諸課題の輪郭を明確にしたいところで

ある。 
次に調べ方、調査方法を模索させることも要

件の中に入る。「自ら課題を発見」しその解決

法を探ることが AL 方式の授業で要請されている

からである。生徒たちが自らの力で調べること

ができる、といったことも「生きる力」の一つ

であろう。生徒がデータや資料のありかを探し

出すことが困難な場合は、教員側がそれを示唆

したり、助け船を出してもよかろう。我々のケ

ースでいえば、外部講師を迎えて、あるいは現

場の人にインタービューすることも考えられる。

地元の図書館での資料調査も地元を知る上で最

大の武器となるはずである。筆者自身、市の

「統計書」にお世話になった。今回八戸港の貿

易統計はすべてこれに依った。ただしこの統計

数値をグラフ化したりして、その推移の浮沈と

その原因を追究しようとすると、必ず壁にぶつ

かるのである。生徒たちもレベルの差はあれこ

のような壁に阻まれることもあろう。しかしこ

のような疑問を発見したことだけでも一つの収

穫なのである。 
最後は生徒が課題解決の成果を発表するため

に、どのように教員側が補佐するかである。こ

の時こそ教員の ICT 利活用の力量が問われるで

あろう。表計算によるデータの集計・分析そし

てグラフ作成も生徒たちが行うべきであるが、

教員側が手ほどきする必要もあろう。プレゼン

作成についても同じことが言える。 

4. 「総合的学習の時間」と ICT 

  4. 1 「総合的学習の時間」の意義 
総合学習の意義をここで再確認しておこう。

平成 8 年の中教審答申で、「生きる力をはぐく

む」という指針のもと、この科目が設けられた

わけであるが、その学習指導要領を読めば、そ

の内容がアクティヴ・ラーニングの定義とかな

りの程度符合するのがわかる。「互いに教え合

い学び合う活動や地域の人との意見交換など、

互いに教え合い学び合う活動や地域の人との意

見交換など，他者と協同して課題を解決しよう

とする学習活動を重視する」4) といった文言はそ

れを物語っている。「課題を発見し解決しよう

とする」(p. 11) 姿勢を涵養するのがこの科目の要

諦である。「総合的な学習の時間は、変化の激

しい社会に対応して、自ら課題を見付け，自ら

学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問

題を解決する資質や能力を育てることなどをね

らいとする」(p. 13) とされているが、この“自

ら”発見することを促し補佐することが教員側

に求められていることは当然である。 
総合学習が必ずしも成果を上げられなかった

要因はさまざまあろうが、教員間の協力関係が

希薄であったり、校務多忙のために時間を割く

ことが容易でなかった、ということもあったで

あろう。この協力関係と時間的余裕の確保が求

められるものの、もう一つこの学習のシナリオ

を書いて、その共通理解のもとに協力関係が確

立されることが急務と思われる。 

5. 教材作成の実践 

  5. 1 教材作成の要件
今回のテーマは“地元のことを知ろう”であ

る。受講生たちにそれぞれテーマを選んでもら

って、構想を練ってもらった。そのうちいくつ

かを紹介しよう。一つは岩手県奥州市の南部鉄

器について、またその産業動向を生徒に調べさ

せるものである。もう一つは青森県の“短命県

返上”のキャンペーンにちなんで死亡原因を調

べるもの。最後は筆者が担当したもので、八戸

市の輸出動向の中で、最も占有度が高い業種に

絞って、その推移を追及しようというものであ

る。輸出産業としての造船業は意外と知られて
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時間分の教材作成を課題として、各々のテーマ

で作成してもらった。筆者も地元の産業動向の

推移をテーマとして作成を試みた。この科目は

もともと科目横断型の教科であるから、他教科

の教員と共同で作成すべきものであるが、受講

生自身にはこのことは容易でないので、いわば

授業全体の構想およびシナリオを作成といった

試みであることを断っておく。 

2. 最新文部行政の動向 

平成 27年 12月に 3本の中央教育審議会の答申

が同時に出された。「大学教育の質的転換」を

要請する答申がその一つ。次は「教員の資質能

力向上」に関する答申。最後は「チーム学校」

答申である。 
大学教育の質的転換は本論の拉致外であるが、

大学にも「アクティヴ・ラーニング」方式の授

業・講義を導入し活性化を求める提言がこの答

申の骨子である。 
「教員の資質能力向上」に関する答申の眼目

の一つは上で述べたとおりであるが、教員の採

用・研修に関する提言が主眼目である。その他、

「総合的学習の時間」の教授法を大学の教職課

程で必修化すること、“チーム学校”の体制で

教員が授業と生徒指導に専念できるような仕組

みづくりについても提言されている。ICT の利活

用に関しても付言されている：ICT の操作方法を

知っているだけでは不十分で、ICT 利用で「効果

的な授業や適切なデジタル教材の開発・活用」

ができる教員の研修が求められている、と (p. 42)。 
「チーム学校」答申は、上の答申でも提言さ

れた“チーム学校”を詳述したものである。こ

のような学校を外から支援する「ICT 支援員」に

ついてのみここで言及しておこう。その主たる

業務は、ICT の利活用の方法を伝授するだけでな

く、情報セキュリティ対策、ICT 環境の運用管理

に関する支援、ということになる。 
アクティヴ・ラーニングと ICT の利活用推進

は今後一層行政側からも後押しされることにな

ろう。 

3. アクティヴ・ラーニング 

3. 1 アクティヴ・ラーニング (AL) とは何か 
平成 27年 12月の答申、つまり「教員の資質能

力向上」答申は、つい 3年前に出された同じよう

な中教審答申を大幅に改変したものである。後

者の答申はいわばいわくつきのもので、平成 24
年 8月に「教職生活の全体を通じた教員の資質能

力の総合的な向上方策について」という題で発

表されていた。いずれも教育行政と教員採用・

研修にかかわる、ある意味で教育全般に転換を

迫るものでもある。しかし政権が変わり、この

答申は実質的に反故にされた。しかし ICT 利活

用の必要性に関しては両者に共通している。 
 最新の答申ではアクティヴ・ラーニングと

ICT とが対になっているように読める。生徒が自

ら課題を発見し、それを解決するのを補佐する

にはやはり ICT の利活用が必須であることは明

らかだからである。 
さて、平成 27年 12月の答申では、「課題の発

見と解決に向けて主体的･協働的に学ぶ学習」と

ALは定義されている。 
さてここで AL の要件を私見を交えて、まとめ

ておこう。 
最初の要件は、まずいかに生徒たちに基礎的

な知識をわかりやすく伝えるかである。これが

うまくいかないと、次の要件を提示することす

ら困難となる。生徒の習熟度に合わせて視聴覚

に訴える題材が必要となろう。基礎的知識とい

っても、地元の現状を伝えるには、他の自治体

との比較、あるいは県レベル、全国レベルの資

料も提示する必要があろう。最初の段階からこ

の点を調べさせる、という手もあろうが、最初

から時間のかかる場合は、後回しにした方がよ

かろう。 
次の要件は問いかけの工夫である。一つはワ

ークシートの利用である。問いかけにより諸課

題を顕在化させるのが目的であるが、このこと
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おらず、単純な基礎データをグラフで視覚化す

るだけでも、八戸市の知られざる顔を垣間見る

ことが期待できよう。 
膨大なデータはすぐ入手できる。しかしそれ

をどのように加工して生徒に提示し、探求意欲

を惹起するような教材作成が必要となる。グラ

フ上の大きな変化についてはほとんどの生徒が

答えられるであろう。南郷村が八戸市に編入さ

れた大きな変化が起こったわけであるが、実質

的に漸減している。ではなぜ漸減しているか、

という問いは生徒には浮かんでこない可能性が

ある。むしろ以下のようなデータを加工し、経

年変化をグラフ化した方が、生徒の側が自ら何

らかの課題を見出す可能性が高いと考えられる。

とりわけ生徒の父母が当該の事業所に勤めてい

る場合、下のような数値及び経年変化に興味を

抱くであろう。 
八戸市の産業別就業者（サービス業を除く）

の割合はすぐにグラフ化できる (cf. Fig. 5)。しか

しこれだけでは特徴をとらえるのに不十分であ

って。それぞれの事業所の就業者数の経年変化

を調べる必要がある。就業者数の浮沈が人口推

移の大きな要因であることは間違いないだろう。

情報サービス産業の就業者数が激増したはず、

その分従来型の通信関連の就業者数が激減、と

推測する生徒もいるだろう。しかし調べれば、

そもそもその絶対数が少なすぎることにすぐ気

づくはずである。ただ数値を鵜呑みにすると、

たとえば県や市町村の工場誘致を進めるといっ

た、政治的な決定が見過ごされることになる。

5. 2  教材作成の実践
短命県の汚名を着せられている青森県である

が、まず全国の傾向を知っておく必要があろう。

下のグラフは死亡者実数と死亡者率 (10 万人当た

り) を表すグラフである。両方とも右肩上がりの

ほぼ正比例の統計となっている。 
 
 

 
 

Fig. 4 日本全国の死亡者実数 (左軸 −♦−) と 10万人当

たりの死亡者率 (右軸 −■−) — （厚生労働省の

データから作成） 
 
  
このグラフを見て生徒たちはすぐにその傾向性

に気づくはずである。高齢化が 20 年以上進展し

ている結果である。それでは死亡原因別に多い

順ものを統計で取ると、すぐにグラフが得られ

る。これと地元の傾向とを比較することで、あ

る程度青森県を短命県にしている要因が見えて

くる。具体的には、青森県が提供している死亡

統計に基づき、病因ごとに死亡率（10 万人単位

での率）をグラフ化するだけでも、その特徴を

容易に指摘できる。悪性新生物、つまり癌によ

る死亡の絶対数と死亡率は多いことは全国レヴ

ェルと変わるところはないが、腎不全の急増ぶ

りが目立つ。糖尿病の死亡率も比較的増えてい

る。そもそもこれらの病気とはいかなるものか、

その病因は何か、その予防策はあるか、などな

ど、調べるべき分野や領域は際限なく広がって

いくように思われる。 
病因そのものを生徒自らが調べることは望ま

しいが、おのずと限界がある。医師や看護士に

に話をしてもらうとか、インタービューするこ

とで一定の問題解決が得られよう。 
もう一つのテーマは、八戸の輸出入動向が焦

点にあて、最近の動向を調べようというもので

ある。とりわけ今回は造船業に絞り込んだ。 
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その前に産業構造全体を俯瞰しておく必要が

あろう。たとえば産業別の従業者の割合をグラ
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Fig. 5  八戸市の産業別従業者の割合（H25年） — 八
戸市「統計書 H27」から作成。 

 
 

また八戸市の青森県での工業出荷額（割合）

の推移を見ておこう (Fig. 6)。 
 

 

 
Fig. 6  青森県に占める八戸市の工業の推移 — 八戸市

がネットで公表しているデータ。事業所数と
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Fig. 7 八戸港輸出入額の推移 (1995 – 2012) ; 濃い折れ線

グラフが輸出額、薄い折れ線グラフが輸入額 ; 単

位 : 100万円 
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とりわけ生徒の父母が当該の事業所に勤めてい

る場合、下のような数値及び経年変化に興味を

抱くであろう。 
八戸市の産業別就業者（サービス業を除く）

の割合はすぐにグラフ化できる (cf. Fig. 5)。しか

しこれだけでは特徴をとらえるのに不十分であ

って。それぞれの事業所の就業者数の経年変化

を調べる必要がある。就業者数の浮沈が人口推

移の大きな要因であることは間違いないだろう。

情報サービス産業の就業者数が激増したはず、

その分従来型の通信関連の就業者数が激減、と

推測する生徒もいるだろう。しかし調べれば、

そもそもその絶対数が少なすぎることにすぐ気

づくはずである。ただ数値を鵜呑みにすると、

たとえば県や市町村の工場誘致を進めるといっ

た、政治的な決定が見過ごされることになる。

5. 2  教材作成の実践
短命県の汚名を着せられている青森県である

が、まず全国の傾向を知っておく必要があろう。

下のグラフは死亡者実数と死亡者率 (10 万人当た

り) を表すグラフである。両方とも右肩上がりの

ほぼ正比例の統計となっている。 
 
 

 
 

Fig. 4 日本全国の死亡者実数 (左軸 −♦−) と 10万人当

たりの死亡者率 (右軸 −■−) — （厚生労働省の

データから作成） 
 
  
このグラフを見て生徒たちはすぐにその傾向性

に気づくはずである。高齢化が 20 年以上進展し

ている結果である。それでは死亡原因別に多い

順ものを統計で取ると、すぐにグラフが得られ

る。これと地元の傾向とを比較することで、あ

る程度青森県を短命県にしている要因が見えて

くる。具体的には、青森県が提供している死亡

統計に基づき、病因ごとに死亡率（10 万人単位

での率）をグラフ化するだけでも、その特徴を

容易に指摘できる。悪性新生物、つまり癌によ

る死亡の絶対数と死亡率は多いことは全国レヴ

ェルと変わるところはないが、腎不全の急増ぶ

りが目立つ。糖尿病の死亡率も比較的増えてい

る。そもそもこれらの病気とはいかなるものか、

その病因は何か、その予防策はあるか、などな
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もう一つのテーマは、八戸の輸出入動向が焦
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上のグラフは輸出入総額であるが、2008 年ま

で比較的にいずれも急増している。ただしリー

マン・ショックのため 2009 年に激減している。

八戸の輸出入も世界経済の潮流に巻き込まれて

いるわけで、この事件の概要を生徒に調べさせ

ることで、経済の最近の動きを把握できよう。 
つぎに八戸港での製品別輸出入量については、

その総量の推移は以下の図 (Fig. 8, 9) に示されて

いるが、輸出の最新データだけでも、その特異

性に一目で気づくはずである。 
 

製品 輸出額 輸出量

ﾌｪﾛﾆｯｹﾙ 41,890.46 175,410,306 
船舶 21,141.49 8 
有機化学品 420.26 1,198,440 
亜鉛の塊 416.42 2,801,102 
紙製品 116.20 1,536,388 
鉄鋼製品 46.40 350,638 
魚介類 2,547.93 26,903,849 
一般機械 36,795.79 - 

(輸出量は船舶が単位が隻数、その他は kg) 

 

 

Fig. 8  H24 (2012) 八戸港輸出額 —  本来カラーのグラフ

で色分けされている。(金額単位 :  100万円) 

 
 
一般機械は種類がさまざまで「統計書」には特

定されていない。いずれにせよフェロニッケル

と船舶とが突出している。船舶輸出はあまり知

られていないので、驚きの念を惹起するかもし

れない。しかしこれらの数値はここ数年はさほ

ど変化はないが、20 年前のそれと比べると大き

く変化している。経年変化をそれぞれ生徒に調

べてもらえば、また別の驚きが生まれるであろ

う。教員側はその変化の理由をある程度把握し

ておくことが求められる。いずれにせよ生徒の

驚きの念を無駄にしないためにも、一定の答え

を用意しておく必要がある。 
外国貿易の話題はマスコミ等からあまり聞こ

えてこない。八戸市も外国とつながっているこ

とを新たに認識してもらえるであろう。次に輸

入量と金額の方も見てみよう。まず震災前の数

値は以下のようになっている。 
 
 

原材料 輸入額 輸入量

ウッドチップ 15,370.05 805,444 
トウモロコシ 19,325.23 900,549 
ニッケル鉱 18,612.18 2,720,556 
亜鉛鉱 7,760.22 140,780 
大豆粕 11,472.50 291,814 
木材 551.28 21,275 
その他 46,775.76  

(輸入量の単位は、木材が cubic m.、その他はｷﾛ･ﾄﾝ) 
 

 
Fig. 9  H22 (2010) 八戸港輸入額 —  本来カラーのグラフ

で色分けされている。(金額単位 :  100万円) 
 
 
大震災後の数値はどのようになっているのだろ

うか。 
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原材料 輸入額 輸入量 
ウッドチップ 16,448.72 823,947 
トウモロコシ 22,777.79 844,714 
ニッケル鉱 14,692.57 2,572,496 
亜鉛鉱 7,729.29 150,246 
大豆粕 9,032.14 229,201 
木材 835.71 27,892 
その他 50,771.61  

 

 
Fig. 10  H24 (2012) 八戸港輸入額  — 本来カラーのグラ

フで色分けされている。(金額単位 :  100万円) 
 
大きな数値の落ち込みはなかったというより、

輸入が増えているものもある。輸入に関しては、

急増した震災復旧需要のほか、震災の影響を指

摘することは困難であろう。いずれにせよ主要

輸入原料には他の貿易港にはない、言わば“偏

り”が見られる。その特徴を生徒たちに調べさ

せることで八戸の産業構造がある程度理解でき

るであろう。また他の貿易港との比較によりそ

の理解が一層高まることが期待される。 
他方、個別の輸入品の輸入額や輸入量は市の

「統計書」に載っているので、数値の浮き沈み

をグラフ化し、さらに外国為替の推移と相関さ

せると、また別の視界が開けてくるであろう。 
また急激な増減の理由を尋ねていけば、日本

並びに世界の経済史を調べる必要も生じてこよ

う。具体的には、先ほど挙げたリーマン・ショ

ック、さらにはその後の中国の内需刺激策が世

界の動向を一変させた。船舶過剰といった事態

も生じ、海運業の業態も大きく変化し、造船業

にも当然累が及んだ。中国の住宅バブルとその

その後遺症の影響も小さくない。ステンレスの

需要の急減がその一つである。このあたりは中

学校のレベルを大きく超えるので、教員側がい

わば“種明かし”をすれば、生徒側にも納得が

得られるであろう。 

結 語 

アクティヴ・ラーニングに向けて筆者自身も

教材作成を試みたが、そこで取り上げられる、

言わば“問題群”の射程は、中学校で学習する

項目をはるかに超えるような領域にまで及ぶこ

とを再認識させられた。また指導案のもとにな

る指導計画であるが、そのシナリオ通りに教員

側の問いかけに生徒が応じてくれるかどうか、

疑心暗鬼にもなった。AL は生徒側のある程度の

逸脱も許容しないと、紋切り型の堅苦しい授業

に終始しかねない。かといって、逸脱が嵩じる

といたずらに時間が経過してしまう。逸脱を防

ぐべく、生徒に一定の軌道を敷いてやれば、一

つの“閉じた”解しか出かねない。これは AL の

“精神”に反することになろう。 
たとえばある産業の就業者人口の推移を統計

にとりグラフに表すと、この推移を表す折れ線

グラフの浮き沈みを必ずしも説明できないこと

もあるのである。ある市町村でこれこれの産業

種別で就業者数の如実な変化がグラフに示され

たとき、この変化の原因が統計書などに載って

いないことがあるのである。具体的には工場誘

致の成否や国や地方自治体の政策により、この

ような変化が生じたのか、あるいは別の要因が

あったのか確定が困難な場合は、遡って何らか

の資料にあたる必要がある。これがなかなか容

易ではないのである。その道の研究者ならいざ

知らず、時間が限られている現場の教員が上記

のような要因の確定には困難が伴うことは必定

であった。但し「総合的学習の時間」の目的は、

このような生徒にとっての難易度の高低の問題

よりも、生徒自らが自分で何らかの問題を解決

する方途を自ら見出そうとする姿勢の要請であ

ろう。まさしくこのような姿勢が「生きる力」
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ておくことが求められる。いずれにせよ生徒の

驚きの念を無駄にしないためにも、一定の答え
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とを新たに認識してもらえるであろう。次に輸

入量と金額の方も見てみよう。まず震災前の数

値は以下のようになっている。 
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ウッドチップ 15,370.05 805,444 
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の源となると考えられる。 
そもそもこの科目は科目横断型の科目として、

さまざまな科目の教員が共同して取り組むべき

ものとして設定されている。分担を合理的に行

い、教員の過負担にならないように教材作成の

創意工夫がなされることが望まれる 

注 

1) 「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上につい

て ～学び合い，高め合う教員育成コミュニティの構築に

向けて～」(中央教育審議会答申；平成 27年 12月 21日)。 

2) 「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策につい

て」(中央教育審議会答申；平成 27年 12月 21日)。 

3) 「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて ～

生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～」

(中央教育審議会答申；平成 27年 12月 21日)。 

4) 「中学校学習指導要領解説、総合的学習の時間」 p. 12、平

成 20年 7月、文部科学省 

 
 
 
 

 
要 旨 

「自分の地域を知ろう」というテーマで今回はアクティヴ・ラーニングの観点で教材づくり

をする際の手順について、その要件を含めて検討してみた。その前に「アクティヴ・ラーニン

グ」と「総合的学習の時間」の意義も確認した。アクティヴ・ラーニングは生徒の自主性が尊

重されるわけだが、生徒にとって課題が発散して、無駄な時間を費やすことのないようにする

には、どうすればよいか — その要件を論じてみた。生徒が“自ら”課題を発見するには必要最

低限の基礎知識が必要で、クラス全体で共有される必要がある。その際に「問いかけ」的要素

をいかに提示するかが問題となろう。そして一連の授業の全体像を描き、その踏むべき手順を

確認した。つまり最初に基礎的情報の共有、次に問いかけの工夫、そして調査方法（情報源の

探索、関係者へのインタービューなど）、次に情報の集約・分析、最後に発表、と 5 段階を踏

む形をとった。こういったいわば“下準備”が思ったほど容易でないことに、今回の試みで気

付かされた。  
 

キーワード ICT，アクティヴ・ラーニング，教材作成，問いかけの工夫
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